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業務中にケガがあり、「治療費用を会社で

負担して労災保険使わなかったから、監督

署への報告はしないでよいね。」と仰る事

業主様が時々いらっしゃいますが、それは

正しくありません。 

休業を伴う労災事故が起こった場合は、労

災保険を使わなくても、休日を有休で対応

したとしても、労働基準監督署に「労働者

死傷病報告」を提出しなければなりませ

ん。この報告書を故意に提出しない、また

は虚偽の内容を記載して提出してしまうと

「労災かくし」とされ、安全衛生法違反の

悪質な行為として書類送検など厳しい処分

が下されることとなります。 

死傷病報告は、４日以上の休業や死亡の場

合は速やかに、４日未満でも四半期ごとに

まとめて提出しなければなりません。派遣

労働者の場合は、派遣先・派遣元それぞれ

の所轄の監督署に出します。通勤災害につ

いては、提出は不要です。 

業務中にケガしたのに、労働者自身の知識

がなく健康保険でかかってしまい、後から

問題となった事例もあります。誤解や知識

不足から法律違反や犯罪行為とされかねな

い危険がありますので、今一度ご確認くだ

さい。 

現行６５歳以上の在職老齢年金制度では、

４７万円を超える月収で年金停止や減額と

なっています。厚労省は、この月収を６２

万円まで引き上げて対象者を減らす案を来

年通常国会での提出を目指しています。ま

た、現行では６０歳から６４歳の高齢者に

ついても賃金と年金額の合計額が月２８万

円を超える厚生年金部分が減額されますが

６５歳以上の基準に合わせ引き上げる方向

で議論されます。 

６０歳を超えても働く 

高齢者が増える中で年 

金が減る仕組みは就業 

意欲を削ぐとの声も多 

くあり、人手不足の中で 

高齢者を後押しする施策としています。 

一方で、今の在職老齢年金制度は給付を抑

え年金財政を安定させるという目的もあり

ます。今の減額対象は１２４万人で、年金

が１兆１千億円抑えられていますが、制度

対象を絞れば高齢者への負担が増えて若い

世代が将来もらう年金財源が減る問題も生

じてきます。また、高所得者の優遇との批

判もあることから、６２万円の基準額を５

０万円台への案も浮上、給付と負担のバラ

ンスが課題となっています。 
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働き方改革のテーマの１つである「副業」

ですが、以前より副業は判例等で本業の時

間以外の時間は、自由に使うことができる

として副業は認められていました。（例外

を除く） しかし、 

一般的に副業が認 

められないと考え 

られていたのは、 

多数の企業が就業 

規則で副業を禁止または許可制にしていた

ためです。（禁止している企業は２０１７

年調査で７７.２％） 

厚労省のモデル就業規則の遵守事項でも

「許可なく他の会社等の業務に従事しない

こと」と記載されていましたが、昨年１月

改定のモデルでは遵守事項から外れ、新た

に副業に関する規定が追加され、「勤務時

間外において、他の会社等の業務に従事す

ることができる」とし、第２項で「前項の

業務に当たっては事前に会社へ届け出を行

うものとする」と届出制へ方針転換してい

ます。ただし、これはあくまで原則とし、

続く第３項で以下のいずれかに該当すれば

副業を禁止しています。 

➀労務提供上の支障がある場合 

②企業機密が漏洩する場合 

③会社の名誉や信用を損なう行為や、信頼

関係を破壊する行為がある場合 

④競業により、企業の利益を害する場合 

判例での「例外」というのは、この４要件

となっていますので、これで判例と就業規

則の間の矛盾は解消された訳ですが、労務

管理上の問題も多く就業規則の改定だけで

なく詳細な基準も必要になると思います。 

 

●未払い賃金請求期間まず３年へ（10 月

19 日）━━━ 

厚労省は労働者が企業に未払い賃金を請求

できる期間について、現行の２年から３年

に延長する検討に入りました。来年４月の

民法改正で賃金に関する債権の消滅時効が

原則５年に改正する対応で企業経営に過大

な負担がかからないよう、まずは３年への

延長で制度改正を目指します。 

●有期から無期転換へ８割が行使せず（9

月 10 日）━━━ 

有期労働者が５年を超え無期労働契約の転

換を申し込む人の８割以上（８２．７％）

が権利を行使していないことが公表されて

います。「高齢だから、再雇用だから」や

「現状でも比較的安定しているから」、「雇

用期間だけがなくなっても意味がないか

ら」、「辞めにくくなるから（長く働かない

から）」など元来希望する人も少ないのが

現状のようです。           

●６５歳以上の雇用保険を適用されやすく

（10 月 7 日）━━━ 

厚労省は、高齢者の就労機会拡大に対応す

るため、６５歳以上の雇用保険の適用条件

を緩和する方向で検討を開始しました。現

在は１社で週２０時間以上という条件があ

りますが、これを高齢者では限定的に、複

数職場で合算し２０時間以上となれば対象

となるように緩和するとしています。 

雇用保険料を低く抑える特例措置の延長と

併せて、来年の通常国会で雇用保険法を改

正する考えです。 

 

 

雇 用 関 連 ニ ュ ー ス 副業時代への対応 

 

 

来月１２月号は休刊させて頂きます。 



 

 

 

第２回目は２０１９年４月からすべての事

業主に対して義務付けられた「年５日の有

給休暇の確実な取得」と「事業主による労

働時間の適正な把握」を反映させた規程の

条文例を紹介にします。 

 

【年次有給休暇】 

年次有給休暇は労働者の権利であり、働く

労働者の心身のリフレッシュを図ることを

目的とし、原則として労働者が請求する時

季に与えることとしています。しかし会社

への気兼ね等で請求をためらうこと等の理

由から、取得率が低調な現状から今回義務

付けられました。 

規定例 

第〇条 採用日から６ヶ月間継続勤務し、

所定労働時間の８割以上出勤した労働者に

対しては、１０日の年次有給休暇を与え

る。その後１年間継続勤務するごとに、当

該１年間において所定労働日の８割以上出

勤した労働者に対しては、勤続期間に応じ

た日数の年次有給休暇を与える。 

２ 年次有給休暇は原則として請求があっ

た時季に与える。ただし、業務の都合によ

りやむを得ない場合には、他の時季に変更

することがある。 

３ 年次有給休暇のうち５日間を残し、労

働者代表との書面による協定に基づき、全

社、部門別、または個別で計画的に付与す

る場合がある。 

４ 会社は、年次有給休暇を１０日以上有

する労働者に対して、そのうち５日間につ

いては、１年間以内に労働者ごとに意見を

聴取、尊重した上で、あらかじめ時季を指

定して取得させる。ただし第２項または第

３項の規定による年次有給休暇を取得した

場合においては、当該取得した日数分を５

日から控除するものとする。 

   

第〇条 年次有給休暇の事後申請は原則と

して認めない。ただし、遅刻・早退及び私

傷病欠勤は、会社が承認した場合に限り、

年次有給休暇残日数を限度として半日また

は１日の年次有給休暇と振り替えることが

できる。 

 

【始業及び終業時刻の記録】 

「労働時間の適正な把握のために使用者が

講ずべき措置に関するガイドライン」では

事業主が講ずべき措置が具体的に示され、

このガイドラインを遵守し、労働時間を適

正に把握する等適正な時間管理を行う必要

があります。 

規定例 

第〇条 労働者は、始業及び終業時にタイ

ムカードを自ら打刻するものとし、運転記

録やパソコンの使用時間の記録と共に労働

時間管理責任者がこれを管理し労働時間を

把握するものとする。 

２ 労働時間管理責任者は、タイムカード

の記録、運転記録やパソコンの使用時間お

よび自己申告の内容と従業員の出勤状況、

業務日報とを適時照合し賃金計算ごとに整

理しなければならない。 

３ 前項において、労働時間の差異が認め

られるときは、労働時間管理責任者は、当

該従業員に対してその理由を聴取し、必要

に応じて是正のための指導を行うものとす

る。 

シリーズ ―働き方改革対応 

就業規則②― 


